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伊丹市では平成26年度に「伊丹市公共施設等総合管理計画」を策定し、平成27年度には「伊丹市公共施設再配置基本計画」を策定し、国の財
政措置を有効活用しつつ公共施設マネジメントを推進してきました。

次期行財政プランにおいては、これまでの取組を踏まえたライフサイクルコストを再試算したうえで、引き続き上記計画に基づく公共施設マネジメント
を着実に推進することにより、将来負担の低減に取り組む必要があります。

公共施設等総合管理計画、公共施設再配置基本計画について

① 市民が安全・安心に利用できるよう「適切な維持管理」を推進

② 「ライフサイクルコスト（LCC）」を考慮した施設の長寿命化

③ 市民ニーズに柔軟に対応した「施設の機能移転、統合、複合化」を検討

④ 原則として、新規整備は「総量規制の範囲内」で実施

⑤ 効率的な施設管理を推進するため「施設マネジメントの一元化」

⑥ 「指定管理者やPFI等のPPP手法」の活用

⑦ 「市民参画による公共施設マネジメント」の推進
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伊丹市公共施設等総合管理計画における基本方針

◆伊丹市公共施設等総合管理計画

◆伊丹市公共施設再配置基本計画

将来の人口減少に対応するため、伊丹市が
所有する公共施設総量（延床面積）の総量規
制を掲げ、2030年度までに10％以上削減する
ことを目標に、今後の施設の維持管理・更新
についての基本方針を規定しました。

① 耐震性がない施設については、機能移転による事業継続を基本に検討

② 大規模修繕や建替えを検討する際には、相乗効果が発現できる機能移転・複合化を
基本に検討

③ 次世代に引き継いでいく施設については、ライフサイクルコスト縮減の観点で、計画
的に保全し長寿命化を行う

④ 既存施設の余剰空間、時間等を市全体として有効活用し、他機能の受け入れや新た
なニーズに対応

⑤ 民間のノウハウ・技術などを活用し、サービスの向上、事業の効率化、財政負担の軽
減を図ること

再配置の基本的考え方総合管理計画に掲げる7つの基本方針に基づ
き、施設分類毎に設置目的や建物・利用・コ
ストの現状、事業等を取り巻く社会環境の変
化、市民ニーズの課題、将来的に見込まれる
人口減少や人口構造の変化などを考慮し、施
設分類毎の現状・課題・社会動態、取組の優
先度や内容、再配置方針を示しました。



（参考）施設分類別の再配置方針（伊丹市公共施設再配置基本計画抜粋）
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公共施設マネジメントの推進状況について
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伊丹市公共施設等総合管理計画及び伊丹市公共施設再配置基本計画において「短期（5年以内）～中期（5～15年）」に

あり方を検討すべきとされた施設のうち、機能移転対象とされた施設の再配置については、国の財政措置等を活用しつつ
早期に事業化に取り組みました。

◆現・行財政プランの計画期間に着手した主な再配置事業
公立幼稚園・保育所の機能集約に
よる教育環境充実事業

中央公民館の機能移転に伴う労働
福祉会館再整備事業

女性・児童センター再編事業 博物館の機能移転に伴う総合
ミュージアム整備事業

H29～R3年度実施 H30～R1年度実施 H30～R2年度実施 R1～R3年度実施

◆次期行財政プランの計画期間中に大規模改修等の実施時期が到来する主なあり方検討対象施設
集会施設

共同利用施設（23施設）令和3年度

多目的施設（文化振興系）

演劇ホール 令和3年度
文化会館 令和5年度

展覧施設

こども文化科学館 令和3年度
観光物産ギャラリー 令和3年度

引き続き再配置基本計画において中・長期のあり方検討対象とされた施設のうち、大規模改修等の必要性が生じている
施設は早急にあり方を検討し、再配置に係る具体的な事業内容を検討する必要があります。

※新庁舎・保健センター、学校園施設、住宅施設については、別途個別施設計画策定のうえ、再配置・⻑寿命化に着⼿

スポーツ・レクリエーション施設

伊丹スポーツセンター 令和3年度



次期行財政プランにおける公共施設更新事業費の状況
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公債費シミュレーション（公共施設マネジメントの取組前）
単位：億円

普通建設事業等

病院再編事業

臨時財政対策債

別途財源⼿当済

庁舎・幼児教育施設等

◆今後30年間に必要となる公債費の試算

公共施設マネジメントの推進による公債費の抑制を図るため、今後30年間における事業費の削減額を設定するとと
もに、個々の再編事業に係る財政負担の増加を制限するため、事業費の上限額を設定します。

中長期保全に係る事業費の試算を基に、公共施設の更新に係る元利償還金を試算すると右下のグラフのとおりとなります。

新庁舎整備及び市立伊丹病院再編事業における事業費は基金や国の有利な財源の活用等により財政措置していますが、その他の公共施設更新
に要する事業費が2029年度以降高止まりすることにより元利償還金が増加に転じており、将来における公債費を増嵩させる要因となっています。
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百

（年度）

01庁舎等施設 02啓発施設 03消防施設

01共同利用施設 01多目的施設 02展覧施設

03図書館 01学校園施設 02児童くらぶ

03その他教育施設 01保育所・こども園 01地域福祉・高齢者施設

02障がい者(児)・発達支援施設 01市営住宅 01公園施設

01ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 01駐車場・駐輪場 02その他

中長期保全に係る事業費の試算（施設別・物価上昇率反映）

文化会館

新庁舎

学校園施設

文化会館

音楽ホール

ラスタホール、スワンホール、
産業・振興センター

あり方検討対象施設含む
（こども文化科学館、アイホール等）

既存施設をすべて予
定年度に単年度で更
新する場合

スポーツセンター

計画期間

2020年度（予算ベース） 2050年度（収支見通し）

5.4％ ⇒ 18.0％程度実質公債費比率：
歳出に占める公債費割合： 9.3％ ⇒ 14.5％程度

約2,000億円（年平均約67億円）



受益者負担の考え方に係る使用料手数料等審議会答申の概要 （令和元年７月）
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使用料手数料等審議会の答申における受益者負担の基本的な考え方に基づき、個々の施設の料金等について検
討します。

受益者負担のあり方については、現・行財政プランにおいて、「誰が」「どのような方法で」「どのくらいの」負担を分かち合うことが妥当かを検討を行うこ
ととされていました。これを受けて、令和元年度に使用料手数料等審議会を開催し、受益者負担の考え方に係る答申を受けました。

答申の主な内容としては、受益者負担の基本的な考え方を定めた上で、原価の考え方や負担割合の設定等についての方向性が示されています。

受益者負担の基本的な考え方

• 特定の者が利益を受ける場合には、受益者が受益に応じて費用や
失われた徴税の機会を負担すべき。

• 利益を受けない市民から徴収した税等のみを費用に充てることは
負担の公平性を欠く。

• 一方、行政サービスには一定の公費を投入する必要もある。

使用料の算定に用いる原価の範囲等

人件費や光熱水費といった公共施設の維持管理に関わる費用に加
えて、土地の費用および建物の費用といった施設の整備に関わる
費用も原価の範囲に含める。

施設分類ごとの負担割合の設定

施設の種類は多様であることなどから一律の負担割合とするので
はなく、施設の性質や目的等を踏まえたうえで、

① 必需性・選択性
② 収益可能性

の観点から複数のカテゴリーを設定し、負担割合を定めるものとす
る。

その他

• 激変緩和措置の設定
• 周知期間の設定
• 減免制度等を通じた適切な運用

①必需性・選択性と②収益可能性のマトリクス図



公共施設マネジメントを推進する具体的な取り組み
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公共施設マネジメントによる事業費削減
目標（今後30年間で200億円）を設定

行財政プランにおいて見込んだ財政負担
を増加させない事業計画を推進

事業が着実に実施できる財政運営の枠
組みを設定

公共施設の有効活用による収入の確保

維持補修・更新改修の実施にあたっては、機能追加や充実
等により、行財政プランの収支見通しにおいて見込んだ財政
負担額が増加した事業計画となる場合が想定されます。

今後施設の改修等を検討する際は、施設機能のスクラップ
＆ビルドを前提とし、行財政プランにおいて見込んだ財政負
担を超過することがないよう、シーリングの設定と進捗に応
じた点検により適切に事業計画を推進していきます。

再配置基本計画における中長期のあり方検討対象施設の
うち、次期行財政プラン計画期間中に大規模改修時期が到
来する施設の具体的な再配置方針の検討と事業化に取り組
むとともに、それ以降の対象施設について早期に方針検討
を行うことにより、計画的な施設改修や効率的な管理運営
を推進し、施設更新経費（ライフサイクルコスト）と管理
運営経費（ランニングコスト）を合わせた公共施設全体の
事業費削減を図ります。

再配置基本計画等の再配置方針に基づき実施する事業を
計画的かつ着実に実施できるよう、毎年度の予算措置の枠
組みを設定し、施設の機能移転や複合化、長寿命化を積極
的に推進します。

使用料手数料等審議会の答申における受益者負担の考え方
に基づき、料金改定実施の可否や改定時期等については個々
の施設の性質や目的等を踏まえ適切に判断します。

基本的な考え方

伊丹市公共施設等総合管理計画の基本的考え方、伊丹市公共施設再配置基本計画の再配置方針に基づき、施設の設置目的や建
物・利用・コストの現状、事業等を取り巻く社会環境の変化、市民ニーズの現状や課題など、現時点で想定しうる事象等を踏ま
えたうえで、施設のライフサイクルコストや余剰空間、時間帯等の有効活用を考慮し、必要な投資を行うことにより将来負担の
低減を目指します。

総合管理計画及び再配置基本計画に基づき、将来負担の低減を目指す


